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2006 年 6 月末 J:COM 総加入世帯数は 221 万 6,600 世帯 

－ 「J:COM TVデジタル」加入世帯数が80万件を突破 － 

 
株式会社ジュピターテレコム（J:COM、本社：東京都港区、代表取締役社長 最高経営責任者：森泉

知行）が運営するケーブルテレビ会社（6月末現在19社35局）の総加入世帯数*１は、既存エリアで

の持続的成長に加え新規連結子会社の増加により、2006年6月末現在で、前年同月末比13.3%増と

なる 221 万 6,600 世帯に達しました。ケーブルテレビ、高速インターネット接続、電話の 3 サービ

ス合計提供数（RGU 合計）は 387 万 2,900 に達し、前年同月末に比べ 16.5％増、54 万 8,800 の増

加となりました。バンドル率*2 は、前年同月末の1.70から1.75に上昇しています。 
 
また、ハードディスク内蔵型セットトップボックスを利用する新サービス「HDR」の累計申込が 3
万2,000件を突破（6月末現在）するなどにより、「J:COM TV デジタル」の加入世帯数が80万件を

突破しました。 
 
*1 各サービスのうち、いずれか１つ以上のサービスに加入している世帯の総数  

*2 １世帯あたりのサービス加入数   

 
 
【2006年6月末の加入世帯数】（100未満を四捨五入、純増率は小数点第二位以下を四捨五入） 
 
全運営会社*3  計（19社35局）：                 
 
  加入世帯数 

  J:COM TV J:COM NET J:COM PHONE RGU合計 総加入世帯数

2006年6月末実績 1,846,000 969,300     1,057,600 3,872,900 2,216,600 
  うちデジタル802,100     

2005年6月末実績 1,656,400 808,500       859,200 3,324,100 1,955,800 
前年同月末比純増数 189,600 160,800       198,400 548,800 260,800 

純増率 11.4% 19.9%        23.1% 16.5% 13.3% 
 
*3 運営会社とは当社と経営・業務協力の契約（MSO契約）を締結しているケーブルテレビ会社のことです。 

 

 



［参考］ 
 
連結運営会社*4  計（17社33局）：                              
 
  加入世帯数 

  J:COM TV J:COM NET J:COM PHONE RGU合計 総加入世帯数

2006年6月末実績 1,734,000 920,000 993,700 3,647,700 2,081,200 
  うちデジタル763,800      

2005年6月末実績 1,546,700 763,600 807,100 3,117,400 1,826,200 
前年同月末比純増数 187,300 156,400 186,600 530,300 255,000 

純増率 12.1% 20.5% 23.1% 17.0% 14.0% 
 

*4  当社は米国会計基準に基づき、過半数の株式を保有する子会社を連結対象としております。 

 

J:COMについて http://www.jcom.co.jp/ 

株式会社ジュピターテレコム（J:COM）は、1995年に設立された国内最大手のケーブルテレビ局統括運営会社

です。札幌、関東、関西、九州エリアの19社*535局を通じて221万世帯以上（2006年6月30日現在）のお客

様にケーブルテレビ、高速インターネット接続、固定電話、モバイルの4サービスを提供しています。ホームパ

ス世帯（敷設工事が済みいつでも加入頂ける世帯）は約 810 万世帯（2006 年 6 月 30 日現在）です。主要株主

は住商/LGI スーパーメディア, LLC.で、ジャスダック証券取引所に上場しています（コード番号: 4817）。 
*52006年6月1日に浦和ケーブル・テレビ・ネットワーク株式会社と株式会社メディアさいたまが合併し「株式会社ジェイコム

さいたま」が誕生したことにより、19社となりました。 

 

この発表文にはジュピターテレコムおよびその関係会社の将来または将来の経営予測に関する事項が含まれています。この発

表文で述べまたは暗示しているこれらの事項には、各種のリスク・不確定な要素などが含まれており、従って、将来における

当社の今後の実績・活動内容・業績などの実質的結果と異なることがあります。 
 


